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出産1年前の有職
者の出産半年後の

状況

○第１子出産前後の女性の就業状況の変化
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就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし）
出産退職 妊娠前から無職
その他・不詳

（資料）国立社会保障・人口問題研究所
「第１３回出生動向基本調査（夫婦調査）」

○子どもの出生年別、第１子出産前後の妻の就業経歴

第１子出産で、約７割の女性が退職
出産前後で、就労継続をしている女性の割合は、この２０年間で殆ど変化なし

無職 勤め（常勤） 勤め
（パート
・アルバイ
ト）

自営
業等

有職 73.5%

有職 32.2%無職 67.4%
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基本理念の転換
（子どもと子育てを応援する社会）

バランスのとれた
総合的な子育て支援

待機児童の解消等に
向けた明確な数値目標

（５年後の姿）

「男性の育児参加」を重視

「企業の取組」を促進

「地域の子育て力」を重視

○子どもが主人公（チルドレン・ファースト）
○「少子化対策」から「子ども・子育て支援」へ
○生活と仕事と子育ての調和（M字カーブを台形型へ）

家族や親が子育てを担う
≪個人に過重な負担≫

社会全体で子育てを支える
≪個人の希望の実現≫

・子ども手当の創設

・高校の実質無償化

・児童扶養手当を父子家庭にも支給

・生活保護の母子加算

・待機児童の解消に向けた保育や放課後
対策の充実
・幼保一体化を含む新たな次世代育成
支援のための包括的・一体的な制度
の構築に向けた検討

○潜在的な保育ニーズに対応した保育サービスの拡充

○放課後児童クラブの充実（主に小学校１～３年）

〔現状〕 3歳未満児の ４人に１人（24％） 〔H26〕 3歳未満児の ３人に１人（35％）
3歳未満児 ： 75万人
全体 ： 215万人

〔現状〕 ５人に１人（81万人） 〔H26〕 ３人に１人（111万人）

○男性の育児休業取得を促進

〔現状〕 男性育児休業取得率 １．２３％ 〔H29〕 １０％

○男性の育児参加を促進

〔現状〕
６歳未満の子どもをもつ

男性の育児・家事時間
〔H29〕 １日 ２時間３０分１日 ６０分

○次世代認定マーク（くるみん）の取得促進（652企業⇒ 2,000企業）
○入札手続き等における対応の検討（企業努力の反映などインセンティブ付与）

○すべての中学校区に地域子育て支援拠点を整備（7,100か所⇒ 10,000か所）
○商店街の空き店舗や学校の余裕教室･幼稚園の活用

「子ども・子育てビジョン」「子ども・子育てビジョン」

≪子育て家庭等への支援≫ ≪保育サービス等の基盤整備≫

3歳未満児 ： 102万人
全体 ： 241万人

＜保育サービスを受けている子どもの割合＞

※年５万人の増

＊参考指標

＊参考指標
2



●子どもが主人公（チルドレン・ファースト） ●「少子化対策」から「子ども・子育て支援」へ ●生活と仕事と子育ての調和

家 族 や 親 が 子 育 て を 担 う
≪ 個 人 に 過 重 な 負 担 ≫

社 会 全 体 で 子 育 て を 支 え る
≪ 個 人 の 希 望 の 実 現 ≫

１ 社会全体で子育てを支える
○ 子どもを大切にする
○ ライフサイクル全体を通じて社会的に支える
○ 地域のネットワークで支える

基本的考え方
２ 「希望」がかなえられる
○ 生活、仕事、子育てを総合的に支える
○ 格差や貧困を解消する
○ 持続可能で活力ある経済社会が実現する

◎ 生命（いのち）と育ちを大切にする３つの大切な姿勢 ◎ 困っている声に応える ◎ 生活（くらし）を支える

目指すべき社会への政策４本柱と１２の主要施策

１．子どもの育ちを支え、若者が安心して成長できる社会へ

（１）子どもを社会全体で支えるとともに、教育機会の確保を

・子ども手当の創設

・高校の実質無償化、奨学金の充実等、学校の教育環境の整備

（２）意欲を持って就業と自立に向かえるように

・非正規雇用対策の推進、若者の就労支援（キャリア教育・ジョブ・カード等）

（３）社会生活に必要なことを学ぶ機会を

・学校・家庭・地域の取組、地域ぐるみで子どもの教育に取り組む環境整備

２．妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会へ
（４）安心して妊娠・出産できるように

・早期の妊娠届出の勧奨、妊婦健診の公費負担

・相談支援体制の整備（妊娠・出産、人工妊娠中絶等）

・不妊治療に関する相談や経済的負担の軽減

（５）誰もが希望する幼児教育と保育サービスを受けられるように

・潜在的な保育ニーズの充足も視野に入れた保育所待機児童の解消（余裕教室の活用
等）

・新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築に向けた検討

・幼児教育と保育の総合的な提供（幼保一体化）

・放課後子どもプランの推進、放課後児童クラブの充実

（６）子どもの健康と安全を守り、安心して医療にかかれるように

・小児医療の体制の確保

（７）ひとり親家庭の子どもが困らないように

・児童扶養手当を父子家庭にも支給、生活保護の母子加算

（８）特に支援が必要な子どもが健やかに育つように

・障害のある子どもへのライフステージに応じた一貫した支援の強化

・児童虐待の防止、家庭的養護の推進（ファミリーホームの拡充等）

３．多様なネットワークで子育て力のある地域社会へ

（９）子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように

・乳児の全戸訪問等（こんにちは赤ちゃん事業等）

・地域子育て支援拠点の設置促進

・ファミリー・サポート・センターの普及促進

・商店街の空き店舗や学校の余裕教室･幼稚園の活用

・NPO法人等の地域子育て活動の支援

（10）子どもが住まいやまちの中で安全・安心にくらせるように

・良質なファミリー向け賃貸住宅の供給促進

・子育てバリアフリーの推進（段差の解消、子育て世帯にやさしいトイレの整備等）

・交通安全教育等の推進（幼児二人同乗用自転車の安全利用の普及等）

４．男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ（ワーク・ライフ・バランス
の実現）

（11）働き方の見直しを

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「行動指針」に基づ
く

取組の推進

・長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促進

・テレワークの推進

・男性の育児休業の取得促進（パパ・ママ育休プラス）

（12）仕事と家庭が両立できる職場環境の実現を

・育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定着

・一般事業主行動計画（次世代育成支援対策推進法）の策定・公表の促進

・次世代認定マーク（くるみん）の周知・取組促進

・入札手続等における対応の検討

「子ども・子育てビジョン」「子ども・子育てビジョン」

子どもと子育てを応援する社会

（平成22年１月29日閣議決定）
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○ 「二者択一構造」が解決されるなどにより、労働市場参加の実現が進み、さらに出生率が向上した場合、2050年ま
でを通じて、実質GDP成長率を0.5%程度押し上げる効果があると推計されている。
（※「年次経済財政報告｣(2003年10月内閣府)第３章第２節「高齢化・人口減少の下での経済成長の展望 － ３ マクロ経済モデルによる経済成長シミュレーション」に準拠）

女性等の労働市場参加の実現、出生率の回復と経済成長の関係
（平成15年度「年次経済財政報告」シミュレーションより）

現状維持ケース 労働市場参加実現 労働市場参加実現＋出生率一定回復

人 口
将来推計人口（国立社会保障人口問題研
究所2002年）における中位推計（2050年の
合計特殊出生率1.39）を前提。（※なお2006
年の将来推計人口の中位推計では1.26。）

同 左

将来推計人口（国立社会保障人口問題研究所
2002年）における高位推計（2050年の合計特殊
出生率1.63）を前提。（※なお2006年の同推計
では1.55。また結婚・出産に対する国民の希望
が実現した場合の出生率は1.75）

労働力率 高齢男性と女性の労働力率については、モ
デルが内生的に決定。他の男性については、
2001年度の労働力率の水準で一定で推移
すると仮定。

労働力調査（総務省）における男女別年齢階層
別労働力率に「就業希望者」を加えたものを「潜
在的労働力率」とし、これが2050年にかけて徐々
に実現していくと仮定。

同 左

全要素生産
性上昇率 実績データをもとにモデルが算出した値

（0.8%）で一定と仮定。 同 左 同 左

実質GDP
伸び率
の推計

2010年代：０．３ ／ 2020年代：０．４
2030年代：０．２ ／ 2040年代：０．２

2010年代：０．８ ／ 2020年代：０．８
2030年代：０．５ ／ 2040年代：０．４

2010年代：０．８ ／ 2020年代：０．９
2030年代：０．７ ／ 2040年代：０．７

【「年次経済財政報告」（2003年）において、内閣府経済社会総合研究所の「社会保障モデル」をもとに、内閣府政策統括官においてシミュレーションを行った結果に準拠して作成】
2009年までは「日本経済の進路と戦略参考試算」（2007年内閣府）の成長制約シナリオA
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0.23% 0.07%

0.68%
0.42%

1.11% 1.04%
0.78% 0.78%0.12%

0.23%

0.18%

0.25% 0.35%

0.12%

0.66%

0.04%

0.13%
1.31% 0.07%

0.32%

0.27%

0.16% 0.61%

0.38%

1.19%

0.80%

1.51%

0.14%
0.26%

0.12%

0.36%

0.43%

0.18% 0.18%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

日本 アメリカ カナダ イタリア ドイツ フランス イギリス スウェーデン

その他の現物給付（Other Benefits in kind）
保育・就学前教育（Day-care/Home-help）
その他の現金給付（Other Cash Benefit）
出産・育児休業給付（Maternity and Parental Leave）
家族手当（Family Allowance）

0.81%
（4兆735億円）

（資料）OECD: Social Expenditure Database (Version: November 2008) 2010.2.8取得データ 等

38.3%
《44.6%》

国民負担率
《潜在的国

民負担率》
（2005）

34.5%
《39.6%》

58.3%
《64.5%》

51.7%
《56.0%》

48.3%
《52.1%》

62.2%
《66.3%》

45.5%
《45.5%》

各国の家族関係社会支出の対GDP比の比較（2005年）

現
物
給
付

現
金
給
付

0.60%
（750億4,040万ドル）

1.36%
（194億6,850万ユーロ）

2.22%
（498億5,970万ユーロ）

3.19%
（400億2,030万ポンド）3.00%

（518億3,920万ユーロ）

3.21%
（878億6,480万クローネ）

1.06%
（146億870万カナダド

ル）

70.7%
《70.7%》

出生率
（2008） 1.37 2.12(2007) 1.66(2007) 1.41 1.38 2.02 1.96 1.91
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少子化対策特別部会におけるこれまでの議論のポイント

利用者への例外のないサービス保障
※必要な子どもに例外なく保育サービスを受ける

地位の付与（認定）

利用者への例外のないサービス保障
※必要な子どもに例外なく保育サービスを受ける

地位の付与（認定）

サービス選択可能な仕組みサービス選択可能な仕組み

多様なサービスメニュー多様なサービスメニュー

（例）家庭的保育、小規模サービス、地域子育て支援拠点 等

育児休業～保育～放課後対策への
切れ目のないサービス保障 子育て支援サービスのための

包括的・一元的な制度を構築

子育て支援サービスのための
包括的・一元的な制度を構築

潜在化した需要を顕在化

○ 少子化対策としては、すべての子どもの健やかな育ちを基本に置きつつ、保育・放課後児童
クラブ・地域の子育て支援をはじめとするサービスの抜本的拡充が必要。
○ 少子化対策は、持続可能な我が国の社会を構築するための「未来への投資」であり、社会全
体で費用を負担する仕組み（財源確保）が必要であるとともに、ニーズに応じて質の確保され
たサービスが増えていくような子育て支援のための包括的・一元的な制度づくりが必要。

利用者（子ども）中心

多様な利用者ニーズへの対応

質の確保された事業者の参入促進質の確保された事業者の参入促進

サービスの質の向上サービスの質の向上

女性の就労率向上を踏まえた
潜在需要に対応した量的拡大

安定的・継続的に費用確保 社会全体（国・地方・事業主・本人）
による費用負担（財源確保）

社会全体（国・地方・事業主・本人）
による費用負担（財源確保）

地域の実情に応じたサービス提供 基礎自治体（市町村）が実施主体基礎自治体（市町村）が実施主体

※市町村の責務の下、利用者と事業者の公的保育契約

※客観的な基準に基づく指定制の導入

①

②

③

④

すべての子育て家庭への支援

7



多様な子育て支援のニーズに対応したサービス

就労等の間の子どもの発達を支える保育
家庭における子育ての支援

育児休業等とつながる
円滑な保育所への入所

勤務時間等に応じた
柔軟な保育サービス

用事や育児疲れ解
消のための一時預

かりの場

育児相談・親子
の交流の場

多様な保育・
預かりサービス

保育所における
保育

事業所内保育施設事業所内保育施設

地域子育て支援

全戸訪問

児童館

養育支援
訪問

短時間勤務対応

職場の近くなど市町村圏を超えたニーズ対応

早朝・夜間・休日対応

都市部等における量的拡充・中山間地のサービス拡充

認定こども園認定こども園

家庭的保育家庭的保育

小規模保育小規模保育

分園分園

ファミリーサポートセンター

ショートステイ事業

トワイライト事業

一時預かり

地域子育て拠点事業

（一時保育）

病児・病後児保育対応

母子保健

※ 障害者自立支援制度等による障害児施策

社
会
的
養
護 8



添付資料

1. 社会保障審議会少子化対策特別部会における議論のポイント（事務局
まとめ）

2. 大日向雅美：「少子化と子育て支援」(小峰隆夫＋連合生活開発研究
所編『人口減・少子化社会の未来』明石書店2007)

3. 大日向雅美：補足メモ「社会保障政策推進に際しての留意点」

4. 男女共同参画：政策・方針決定過程への女性の参画に関するデータ
（HDIとGEMの乖離について）
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